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要  旨 
 

本研究では、新型コロナ危機下における男女間賃金を実証分析する。直近の 2020
年までの賃金構造基本統計調査の調査票情報を用いて、速報的に記述統計を提示す

る。分析結果は以下に要約される：新型コロナ危機以前から男女間で賃金（6 月分

の税、手当込み給与額）の水準に違いが見られたが、新型コロナ危機下の 2020 年

に男女とも低賃金（下位 20%）の労働者の賃金が大幅に下落している。特に女性に

おいて、パートタイム労働者が失職または離職し、フルタイム労働者の労働時間数

も短くなる等、労働者の属性、構成にも変化が起きている可能性が示唆された。分

析対象を正社員に限定しても、男女間賃金に関して同様の結果が得られた。 
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1. はじめに 

 本研究では、新型コロナ危機下における男女間賃金を実証分析する。直近の 2020 年までの賃金構造基本
統計調査の調査票情報を用いて、速報的に記述統計を提示する。 

 分析結果は以下に要約される：新型コロナ危機以前から男女間で賃金（6 月分の税、手当込み給与額）
の水準に違いが見られたが、新型コロナ危機下の 2020 年に男女とも低賃金（下位 20%）の労働者の賃金
が大幅に下落している。特に女性において、パートタイム労働者が失職または離職し、フルタイム労働者
の労働時間数も短くなる等、労働者の属性、構成にも変化が起きている可能性が示唆された。分析対象を
正社員に限定しても、男女間賃金に関して同様の結果が得られた。 

 新型コロナ危機下における男女間賃金の研究は国内、海外ともに多くない。既存研究[1]、[2]、[3]、[4]
では、男女の雇用や労働供給に関する分析が多く報告されている一方、賃金を分析した研究は[5]や[6]に
とどまる。本研究では、調査票情報を用いて賃金分布の分位ごとに分析することで、既存研究にない記述
統計を提示している。 

 以下、2 節でデータと分析対象について、3 節で男女間賃金について、4 節で労働者の属性について、5
節で正社員における男女間賃金について説明した後、6 節で結語を述べる。 

 

2. データと分析対象 

 本節では、賃金構造基本統計調査を概観した後、分析対象となる期間、労働者、賃金を説明する。 

 賃金構造基本統計調査は、厚生労働省が実施する基幹統計調査であり、「主要産業に雇用される労働者
について、その賃金の実態を労働者の雇用形態、就業形態、職種、性、年齢、学歴、勤続年数、経験年数
別等に明らかにする」ことを目的とする。事業所を対象としており、各事業所が毎年 6 月時点の状況（各
労働者の賃金等）を報告する。調査対象（母集団）は、農業、林業、漁業等を除く 16 大産業で、常用労働
者 5 人以上の事業所である。事業所を第 1 次抽出単位、労働者を第 2 次抽出単位とする層化二段抽出法を
用いており、約 130 万人の労働者が各年の調査票情報に含まれる。抽出率は都道府県、産業、企業規模ご
とに異なるため、分析ではウェイトバック集計した値を報告する。 

 分析期間は 2010-2020 年として、分析対象は常用労働者とする。賃金構造基本統計調査では、労働者は
「常用労働者」と「臨時労働者」に区分される。常用労働者の定義は、「期間を定めずに雇われている労
働者」又は「1 か月以上の期間を定めて雇われている労働者」であり、臨時労働者の定義は、「常用労働
者に該当しない労働者」である。臨時労働者は少数（サンプルの 1%以下）で調査項目も少ないため、分析
対象から除外する。  

 本研究での賃金の定義は、6 月分の税、手当込み給与額（「決まって支給する現金給与額」）とする。
これは、所得税、社会保険料等を控除する前の額であり、超過労働給与額、通勤手当、精皆勤手当、家族
手当等を含む。データには、「昨年 1 年間の賞与、期末手当等特別給与額」の項目もあるが、新型コロナ
危機下の変化に着目する際には、前年のボーナスは賃金の定義に含めない方が適切と考えられる。 
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3. 男女間賃金：五分位グループの比較 

 本研究では、各年で男女別に賃金分布における五分位グループを作り、各グループの変数（賃金や時給
等）の平均を時系列でプロットすることで、新型コロナ危機下における男女間賃金を視覚的に把握する。
以下では、各グループを男 1（男性の第 1 五分位グループ）や女 5（女性の第 5 五分位グループ）等と呼
ぶ。 

 初めに、図 1 では平均賃金をプロットしている。賃金分布の五分位グループごとに平均賃金をプロット
しているため、当然、第 1, …, 5 五分位グループと上がるにつれて平均賃金が高くなる。労働者の属性をコ
ントロールしていないが、男女間で賃金水準に違いが見られる。男 5 が 60 万円程度と突出して高い。女 5
が男 4 と男 3 の間に位置しており、女 4 は男 2 と同水準である。男 1 は男性の中では突出して低いが、そ
れでも女 2 と同水準である。 

 

図 1：賃金分布における五分位グループごとの平均賃金（万円）（左：男性、右：女性）

 

 

 次に、新型コロナ危機下における賃金変化に着目するため、図 2 では 2010 年の各グループの平均賃金を
100 に基準化している。2010 年からの傾向として、男性の賃金は伸び悩む一方、女性の賃金は 2015 年以
降に大きく伸びている。しかし新型コロナ危機下の 2020 年になると、男女とも低賃金グループ（男 1 と女
1）の賃金が大幅に下落している。 
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図 2：賃金分布における五分位グループごとの平均賃金（2010 年=100）（左：男性、右：女性）

 

 

 賃金の下落に関して、結果の解釈に注意が必要である。なぜなら図 2 の結果には、新型コロナ危機の影
響で賃金が下落する効果（賃下げ効果）と、（パートタイム等で働く）低賃金の労働者が失職または離職
し、労働者の構成が変化するために見かけ上、賃金が上昇する効果（構成効果）が混在している可能性が
あるからである。もし後者の効果が大きければ、2020 年に労働者の属性が大きく変化している可能性があ
る。そこで、次節では労働者の属性を検証する。 

 

4. 労働者の属性 

 本節では各グループごとに、フルタイム労働者の割合、平均労働時間数、平均時給をプロットする。以
下の属性に関しては、付録に図を掲載するのみとする：正社員の割合、無期雇用労働者の割合、平均年齢、
平均勤続年数。最終学歴も重要な属性であるが、2019 年までフルタイム労働者のみの調査項目であったた
め、パートタイム労働者も分析する本研究では取り扱わない。 

 図 3 はフルタイム労働者の割合をプロットしている。分母には、フルタイム労働者とパートタイム労働
者の総数を取っている。賃金構造基本統計調査では、「一般労働者」と「短時間労働者」の区分があり、
短時間労働者の定義は、所定労働時間が一般労働者よりも短い労働者とされる。本研究では、一般労働者
をフルタイム労働者、短時間労働者をパートタイム労働者と呼ぶ。 

 図から、男性では男 1 を除くグループの 9 割以上がフルタイム労働者である一方、女性では女 1 と 2 で
2 割以下となっている。しかし 2020 年には、女 1 のフルタイム労働者の割合が顕著に増加しており、言い
換えれば、パートタイム労働者の割合が減少している。新型コロナ危機下で、女 1 のフルタイム雇用が増
加したとは考えにくく、パートタイム労働者が失職または離職したと考える方が妥当に思われる。つまり、
前節で述べた構成効果が起きている可能性が示唆される。 
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図 3：賃金分布における五分位グループごとのフルタイム労働者の割合（%）（左：男性、右：女性）

 

 

 図 4 は平均労働時間数をプロットしている。労働時間数の定義は、6 月の「所定内実労働時間数」と「超
過実労働時間数」の合計とする。図 3 のフルタイム労働者の割合と同様に、男性では男 1、女性では女 1
と 2 の労働時間数が短い。2020 年には、ほぼ全グループの労働時間数が短くなっている。フルタイム労働
者の割合が顕著に増加した女 1 の労働時間数も短くなっており、この直感に反する結果は、パートタイム
労働者が失職または離職し、残されたフルタイム労働者の労働時間数も短くなったためと考えられる。 

 

図 4：賃金分布における五分位グループごとの平均労働時間数（左：男性、右：女性）
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 本節の最後に、図 5 に平均時給をプロットする。時給は、各労働者の賃金を労働時間数で割ることで計
算する。図 1 の平均賃金と同様に、男女間で違いが見られる。男 5 が 3500 円程度と突出して高い。女 5 が
男 4 と男 3 の間に位置しており、女 4 は男 2 と同水準である。女 3、２、1 は最低賃金に近い水準の時給と
なっている。2010 年以降、時給は上昇傾向にあり、新型コロナ危機下の 2020 年にも概ね上昇している。
賃金、労働時間数、時給の更なる分析は今後の課題とする。 

 

図 5：賃金分布における五分位グループごとの平均時給（円）（左：男性、右：女性）

 
 

5. 正社員における男女間賃金 

 本節では分析対象を正社員に限定し、再び、各年で男女別に賃金分布における五分位グループを作り、
各グループの賃金と時給の平均を時系列でプロットする。賃金構造基本統計調査では、「正社員・正職員」
と「正社員・正職員以外」の区分があり、正社員・正職員の定義は、「事業所で正社員・正職員とする者」
とされ、職場での呼称に基づく定義となっている。本研究では、正社員・正職員を正社員と呼ぶ。図 6 と
7 から、分析対象を正社員に限定した後でも、男女間で賃金、時給に違いが見られる。男女間賃金の傾向
は、分析対象を正社員に限定する前の図 1、5 と概ね似ていることが分かる。 
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図 6：正社員の賃金分布における五分位グループごとの平均賃金（万円）（左：男性、右：女性）

 

 

図 7：正社員の賃金分布における五分位グループごとの平均時給（円）（左：男性、右：女性）

 

 

6. 結語 

 本研究では、新型コロナ危機下における男女間賃金を実証分析した。直近の 2020 年までの賃金構造基本
統計調査の調査票情報を用いて、速報的に記述統計を提示した。今後の課題としては、最新年のデータを
追加したフォローアップ分析や男女間賃金に関する統計分析が考えられる。 
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付録 

図 8：賃金分布における五分位グループごとの正社員の割合（%）（左：男性、右：女性）

 

 

図 9：賃金分布における五分位グループごとの無期雇用労働者の割合（%）（左：男性、右：女性）
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図 10：賃金分布における五分位グループごとの平均年齢（左：男性、右：女性）

 

 

図 11：賃金分布における五分位グループごとの平均勤続年数（左：男性、右：女性）
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